
	 第４節	 小括
本章では、我が国の外部労働市場における労働移動の概況や転職者の実態についてみてきた。
我が国の労働移動の動向を、転職入職率や転職者数、離職者数といった基本的な指標でみる
と、女性やパートタイム労働者で離転職者が増加している傾向もみられるものの、男性や一般
労働者を含めた労働者全体では顕著に労働移動が活発化している傾向はみられない。また、諸
外国と比較すると、我が国では勤続年数が10年以上の雇用者の割合が比較的高く、一つの職
場で長く働く雇用者が多い傾向にある。
産業間や職種間などのキャリアチェンジを伴う労働移動については、男女ともに学歴の高い
層で活発化している可能性がある。職種間の労働移動においては、就業構造の変化への寄与度
が高まっている傾向がみられ、第１章でみたような就業構造の変化に対して、外部労働市場を
通じた労働移動の役割が高まっている可能性がある。産業間や職種間の労働移動性向をみる
と、対人サービス業間や、販売従事者とサービス職業従事者の間といった、類似する分野への
労働移動をしやすい傾向があることがうかがえる。また、感染症の影響下において、労働力需
要が高まっている介護・福祉分野やＩＴ分野への労働移動の状況をみると、「医療・福祉」「情
報通信業」といった産業へ他産業から転職する者が増加している傾向はあまりみられず、介
護・福祉職についても、他分野からの労働移動が大きく増加している傾向はみられない。
一方、転職経験者は雇用形態を問わず女性の方が多くなっている。女性では労働条件や家庭
の事情等を理由に転職する者が多い傾向があり、パートタイム労働者からパートタイム労働者
への転職が多い。パートタイム労働者から一般労働者へと転職をしている者の増加もみられる
ものの、役職がアップする者は男性と比較して少ない傾向がある。
キャリアチェンジを伴う転職をする者について、前職と新職のタスク距離を用いて、前職の
職業経験が転職先の選択に及ぼす影響について分析した。これによると、就業経験年数が長い
ほどタスク距離が小さい職種への移動をする傾向があり、就業経験を重ねるにつれて、就業経
験から把握した適職に類似する職種に転職を行うようになる傾向がうかがえる。特に、専門職
の者は、専門知識を活用して同一又は類似の職種間での移動を行う傾向が強い。他方、タスク
距離が近い職種への転職をする傾向がある場合でも、事務職については事務職の範囲内で移動
をする傾向が強いのに対し、営業販売職とサービス職では相互の移動が多いなど、前職の職業
経験に応じて、職種間移動の態様が異なる傾向もうかがえる。
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第２章　我が国の労働移動の動向


